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ＫＥＭＰＯＳでのロシア特許出願入力の手引き 

 

 

本稿では、ＫＥＭＰＯＳでのロシア特許出願の入力について説明します。 
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（１）現行の特許法の概要 

 

・ロシア特許法の概要は以下のとおりです。 

 現在は２０１７年７月１日施行の改正法が適用されています。 

 

１．存続期間は出願日から２０年です。 

２．優先権主張を伴う場合、優先日から１６か月以内に優先権証明書を提出する必要があります。 

３．出願公開制度があります。 

  出願日から１年６か月が経過すると公開されます。 

４．審査請求制度があります。 

  出願日から３年以内に審査請求を行う必要があります。 

５．拒絶査定に対しては不服申立を行うことができます。 

  応答期間は拒絶査定から６か月以内です。 

６．登録査定（特許付与の決定）となった場合、２か月以内に所定の庁費用を納付する必要があります。 

７．年金期限の起算日は出願日です。 

 



 

（２）出願種別、使用手続、期限の設定 

 

・出願種別「RU 特許」の設定です 

（パリルート、ＰＣＴルート、ユーラシア条約に基づく出願いずれもこの種別を使用します）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・存続期間は出願日から２０年です。 

・年金期限の起算日は出願日です。 

・初回の年金として登録時に３年度分以降を納付します。 

 

・RU 特許の使用手続の設定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

・RU 特許の応答期間の設定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＥＭＰＯＳでは下記の手順で手続の入力を行います。 

 

（３）出願／国内移行 

 

（パリルートの場合） 

 

・出願の入力には「出願（審査請求期限の計算あり）」の手続を使用します。 

 

・出願の入力で出願日から３年の審査請求期限が設定されます。 

 また、優先日から１６か月の優先権証明書提出期限をセットします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＰＣＴルートの場合） 

 

・国内移行の入力には「PCT 出願の国内移行（審査請求期限の計算あり）」の手続を使用します。 

 国内移行の入力で国際出願日から３年の審査請求期限が設定されます。 

 



 

（４）審査請求 

 

・審査請求の入力には「審査請求」の手続を使用します。 

 審査請求の入力で出願台帳の審査請求日に日付がセットされます。 

 

（５）オフィスアクション 

 

・実体審査後、審査官が特許要件を満たしていないと判断した場合には拒絶理由通知がなされます。 

 応答期間は通知から３か月で、請求により最大１０か月の延長が可能です。 

 

・オフィスアクションの入力には「オフィスアクション」の手続を使用します。 

 応答期限として３か月後の日付が、延長後の最終期限として１３か月後の日付がセットされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）意見書、補正書 

 

・拒絶理由通知（ＯＡ）に対しては意見書、補正書で応答します。 

 ＫＥＭＰＯＳでは「ＯＡ（代理人からの手続完了の報告）」の手続を使用して期限を解除します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（７）拒絶査定 

 

・拒絶理由（ＯＡ）に対して応答しない、応答したが拒絶理由が解消しない場合、拒絶査定となります。 

 

・拒絶査定の入力には「拒絶査定」の手続を使用します。 

 不服申立の期限として６か月後の日付がセットされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）特許査定 

 

・特許査定の入力には「登録査定（設定納付期限の計算あり）」の手続を使用します。 

 登録料納付の期限として２か月後の日付がセットされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（９）設定納付 

 

・登録料納付の入力には「設定納付（納付年数入力なし）」の手続を使用します。 

 入力により、設定納付の応答期限を解除します。 

 

（10）登録 

 

・登録の入力には「登録（納付年数入力・存続期限・次回年金期限の計算あり）」の手続を使用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願日が年金起算日として設定されます。 

 

・登録の入力で出願日から２０年の存続期限がセットされます。 

 出願日から経過画面で入力した年数後の年金期限がセットされます。 

 

 



 

（11）登録後の年金の納付 

 

・外国出願の場合、通常、外国代理人からの完了報告をもって年金期限の更新を行います。 

 

・納付の入力には「年金納付（代理人からの完了報告）（期限更新）」の手続を使用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・納付の入力で次回の年金期限がセットされます。 

 

・以降、同様に「年金納付（代理人からの完了報告）（期限更新）」の手続で期限更新を行います。 


